
2025 とちぎゆめ基金 

「みんなで作る持続可能な地域づくり・ＳＤＧｓ助成」 
 
１、主旨 
 国連が決めた「持続可能な社会づくりのための 17 のゴール（ＳＤＧｓ）」達成は、2030 年。この助成は
その 17 のゴールを達成するために、地域のみんなで取り組む協働事業のスタートを応援します。持続可能
な地域社会を作るために、複数の主体が参加する事業の「調査」と「事業が続くための仕組みづくり」に対
して助成を行います。 

みんなで 10 年取り組めば、地域の課題が解決していく。みなさんの取り組みが他地域への波及し、持続
可能な社会へ変わるきっかけとなることを期待しています。 
 
 
２．対象となる事業・条件 
・３～５団体以上の協働での応募であること。 
・持続可能な地域社会づくりの企てであること。 
・1 年目は、課題やその解決策等、事業実施の為の 

「調査」であること。 
・2 年目以降は、実施事業が続いていくための、 

「仕組みづくり」であること。 
（例：人材育成、みんなでクラウドファンディ 

ング、応援者会得の開拓、ネットワーク作り、 
政策提言、啓発、キャンペーンなど） 

 
 
３．伴走支援 
必要に応じてとちぎコミュニティ基金が 
伴走支援を行います。 
 
 
４．助成期間 
2026 年 4 月 1 日～2027 年 3 月 31 日 
 
 
５．助成金額・件数 助成総額 50 万円 
(1)調査助成（1 年目） 

1 事業 10～15 万円（2 事業程度） 
(2)継続する為の仕組みづくり助成(2 年目以降) 

1 事業 10～20 万円（2 事業程度） 
 
 
６．報告書・成果物等 
(1)活動終了後には所定の実績報告書の提出が 

必要です。また、調査助成（1 年目）の場合には 
調査報告書等の成果物も必要となります。 

(2)2027 年 3 月に実施する「とちコミの集い」にて、 
発表を行っていただきます。 

 

７．応募について 
(1)応募資格：栃木県内で活動するボランティアグ
ループ、NPO、社会福祉施設、学校、住民組織等
（※営利・非営利、法人格の有無問わず） 

(2)応募方法：応募申請書(所定の様式)に必要事項を
記入の上、メールでお送りください。 

 
メールアドレス：info@tochicomi.org 

応募締め切り：2025 年 12 月 22 日(月）必着 
 
※ホームページから申請用紙のダウンロードが 

できます https://www.tochicomi.org/subsidy/ 
※お申し込み後、基金より受領確認のメールを返信

いたします。受領確認のメールが 1 週間以上経っ
ても届かない場合は、お手数では御座いますが基
金までご連絡ください。 

※書類のやり取りは、メールにて行います。 
 
 
８．選考方法と選考基準 
(1)とちぎゆめ基金・運営委員等からなる 

選考委員会で決定します。 
(2)複数団体による応募を優先します。 
(3)地域・地方の複数の課題について、 

多様な主体が協働して課題解決するとともに、 
地域社会(全体)の持続可能性（SDGｓ）への 
促しを進めるもの。 

(4)広義の福祉を中心とした応募を優先します。 
(5)波及効果があるもの、他地域、後続団体が真似 

していけるもの。 
(6)2 年目への審査については、1 年目の後半に実施

いたします。（該当団体に個別に案内） 
(7)選考結果は 2026 年 1 月末までにメールにて連絡。 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

■問い合わせ■ 
とちぎコミュニティ基金（認定 NPO 法人 とちぎボランティアネットワーク内） 

〒320-0806 宇都宮市中央２-７-６ 
事業担当：渡邉/⾧野（NPO 法人かぬま市民活動サポーターズ） 

TEL：0289-60-2212 FAX：0289-60-2213 MAIL：info@tochicomi.org 
 

https://www.tochicomi.org/subsidy/ 
※応募要項・申請書は HP からダウンロードできます。 

 
 
⇒申請内容についてのアドバイスなど 最寄りの地域窓口にもどうぞ！！ 
 
●とちぎボランティア NPO センターぽ･ぽ･ら (NPO 法人とちぎ協働デザインリーグ)  

〒320-0032 宇都宮市昭和 2-2-7 
電話：028-623-3455 FAX：028-623-3465 E メール：popola@tochigi-vnpo.net 

●宇都宮市まちづくりセンターまちぴあ（公益財団法人とちぎ YMCA） 
〒321-0954 宇都宮市元今泉 5-9-7  
電話：028-661-2778 FAX：028-689-2731 E メール：info@u-machipia.org 

●真岡市市民活動推進センター コラボーレもおか（NPO 法人ま・わ・た） 
〒321-4507 真岡市石島 893-15 真岡市二宮コミュニティセンター内 
電話：0285-81-5522 FAX：0285-81-5558 E メール：info@collabo-moka.net 

●とちぎ市民活動推進センターくらら（NPO 法人ハイジ） 
〒328-0016 栃木市入舟町 6－8（きららの杜とちぎ蔵の街楽習館 1 階） 
電話：0282-20-7131 FAX：0282-20-7132 Ｅメール：kurara-tochigi@cc9.ne.jp 

●日光市民活動支援センター（NPO 法人おおきな木） 
〒321-1261 日光市今市 304 番地 1（受付 2F）［二宮尊徳記念館・歴史民俗資料館との複合施設］ 
電話と FAX：0288-22-2271 Ｅメール：info@nikko-shiencenter.jp 

●小山市市民活動センターおやま～る（一般社団法人カゼトツチ） 
〒323-0025 小山市城山町３−７−５ 城山・サクラ・コモンビル２階 
電話：0285-20-5562 FAX：0285-20-5562 Ｅメール：info@oyamaru.net 

●佐野市市民活動センターここねっと（さのフォーラム） 
〒327-0003 栃木県佐野市大橋町 3211-5 
電話と FAX：0283-20-5166 Ｅメール：sanosc@sctv.jp 

●かぬま市民活動広場ふらっと（NPO 法人かぬま市民活動サポーターズ） 
〒322-0054 鹿沼市下横町 1302 まちなか交流プラザ 1F 
電話：0289-60-2212 FAX：0289-60-2213 Ｅメール：sapo@kanuma-flat.org 

 
＜応募内容のイメージ＞ 
＊地域課題解決のために複数の団体が協働しないと実施できないもの。 
＊NPO 単独ではなく、地域の団体(企業・行政・学校・福祉施設・住民組織…)との 

協働（コレクティブインパクト：集積的効果）を促すもの。 
 
例えば・・・ 
「子どもの貧困」撃退・円卓会議（宇都宮市 大田原市で実施）、○○地区・認知症の人が徘徊しやすいまち
づくり調査(福祉施設、地域包括、役場、介護者の会…)、〇〇町の市民でできる食品ロスを削減調査(役場、
廃棄物業者、フードバンク、飲食店、子ども食堂・個人)、空き家どうする、霞ケ浦アサザプロジェクト な
ど。HP も「例えば・・・」を掲載しています。 


